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財政健全化法に基づく健全化判断比率等を公表します
「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」により、令和６年度決算に基づく「健全化判断比率」ならびに公営
企業会計ごとの「資金不足比率」を公表します。この法律は、地方公共団体の財政状況を指標として算定・公表し、健
全化の状況をより明らかにするためのものです。
本町における「健全化判断比率（４指標）」と「資金不足比率」は、いずれも下表のとおり健全化法の基準である「早

期健全化（経営健全化）基準」を下回っており、現時点では適正な水準にあります。今後も四万十町総合振興計画に
位置づけられた将来像に向け、健全な財政を維持していきます。
※ 下表の早期健全化（経営健全化）基準および財政再生基準は、いずれも令和６年度決算に対する基準を表示しています。
※ 各指標の算定資料の書類などは、総務課（財政班）に備えています。

※ 「①実質赤字比率」および「②連結実質赤字比率」は赤字がないため、また「④将来
負担比率」については実質的な将来負担額がないため、比率は算定されていません。

※資金不足を生じた会計はなく、算定されていません。

財政良好 財政悪化

健全段階 早期健全化
基準

財政再生
基準

健全化判断比率（①から④の比率）のうち、いずれか
が早期健全化基準以上となった場合は、議会の議決
を経て財政健全化計画を定め、自主的な改善努力に
よる財政健全化が求められます。

健全化判断比率（①から④の比率）のうち、いずれかが
財政再生基準以上となった場合は、いわゆる赤字再
建団体となり、議会の議決を経て財政再生計画を定
め、国などの関与による確実な再生が求められます。

資金不足比率が経営健全化基準以上となった場合
は、議会の議決を経て経営健全化計画を定め、自主
的な改善努力による経営健全化が求められます。

健全化判断比率

財政の健全性を
示す指標

基
準
の
説
明

資金不足比率

四万十町
令和６年度決算 令和５年度決算 早期健全化基準 財政再生基準

①実質赤字比率

②連結実質赤字比率

③実質公債費比率

④将来負担比率
数値なし 数値なし 350％

数値なし 数値なし 13.54％ 20％

数値なし 数値なし 18.54％ 30％

7.1％ 6.6％ 25％ 35％

一般会計などの実質赤字比率

全ての会計の実質赤字比率

公債費および公債費に準じた
経費の比重を示す比率

地方債残高のほか一般会計など
が将来負担すべき実質的な負債
を捉えた比率

四万十町
令和６年度決算 令和５年度決算

水道事業会計・下水道事業会計
数値なし

20％

経営健全化基準

早期健全化基準 財政再生基準 経営健全化基準

地
元
高
校
の
振
興

本
年
３
月
、
県
は
令
和
７
年
度
か

ら
８
年
間
を
対
象
と
す
る
「
県
立
高

等
学
校
再
編
振
興
計
画
」
を
策
定
・

公
表
し
ま
し
た
。
こ
の
計
画
の
う
ち
、

令
和
７
年
度
か
ら
令
和
９
年
度
ま
で

の
前
期
計
画
に
お
け
る
、
地
元
高
校

の
今
後
の
あ
り
方
に
つ
い
て
は
、
窪

川
高
校
で
は
、
「
入
学
者
数
41
人
以

上
、
地
元
か
ら
の
進
学
率
50
％
以

上
」
、
四
万
十
高
校
で
は
、
「
入
学

者
数
25
人
以
上
、
地
元
か
ら
の
進
学

率
70
％
以
上
」
と
い
う
努
力
目
標
が

設
定
さ
れ
て
い
ま
す
。

こ
れ
ら
の
目
標
を
達
成
す
る
た
め
、

学
校
と
市
町
村
、
そ
し
て
地
域
が
連

携
し
、
ア
ク
シ
ョ
ン
プ
ラ
ン
を
策

定
・
実
行
の
う
え
、
学
校
の
魅
力

化
・
特
色
化
を
推
進
し
て
い
く
こ
と

と
さ
れ
て
い
ま
す
。

ア
ク
シ
ョ
ン
プ
ラ
ン
に
は
、
両
校

の
共
通
の
取
り
組
み
と
し
て
、
一
人

一
人
の
個
性
を
伸
ば
す
少
人
数
教
育

や
地
域
課
題
探
究
活
動
の
充
実
、
部

活
動
の
支
援
、
地
域
外
か
ら
の
生
徒

受
入
体
制
の
強
化
、
併
せ
て
、
学
校

生
活
に
対
す
る
満
足
度
が
高
く
、
進

路
実
現
が
着
実
に
図
ら
れ
て
い
る
現

在
の
学
校
運
営
の
状
況
に
つ
い
て
、

積
極
的
に
情
報
発
信
を
行
っ
て
い
く

こ
と
も
掲
げ
て
い
ま
す
。
学
校
別
で

は
、
窪
川
高
校
に
お
い
て
は
、
Ｄ
Ｘ

ハ
イ
ス
ク
ー
ル
の
取
り
組
み
や
韓
国

の
高
校
と
の
交
流
事
業
な
ど
、
四
万

十
高
校
で
は
、
中
高
一
貫
教
育
の
連

携
強
化
や
特
色
あ
る
自
然
環
境
コ
ー

ス
の
取
り
組
み
な
ど
を
盛
り
込
ん
で

い
ま
す
。

一
方
で
、
こ
う
し
た
努
力
目
標
が

達
成
で
き
な
い
、
ま
た
は
達
成
の
見

通
し
が
立
た
な
い
場
合
は
、
分
校
化

や
統
廃
合
、
市
町
村
に
よ
る
維
持
な

ど
に
つ
い
て
、
関
係
者
と
の
協
議
を

経
て
、
そ
の
結
果
が
後
期
計
画
に
反

映
さ
れ
る
こ
と
に
な
っ
て
い
ま
す
。

人
口
減
少
の
さ
ら
な
る
進
行
が
予

測
さ
れ
る
中
に
お
い
て
、
地
元
高
校

の
存
続
は
、
地
域
の
活
性
化
と
持
続

的
な
維
持
に
と
っ
て
不
可
欠
で
あ
り
、

極
め
て
重
要
な
喫
緊
の
課
題
で
あ
る

と
認
識
し
て
い
ま
す
。

こ
う
し
た
状
況
の
中
、
窪
川
高
校

で
は
部
活
動
の
活
性
化
策
の
一
環
と

し
て
、
高
校
野
球
部
の
復
活
に
向
け

た
協
議
が
進
め
ら
れ
て
い
ま
す
。
野

球
部
の
復
活
は
、
生
徒
数
の
確
保
や

学
校
生
活
の
活
性
化
に
つ
な
が
る
だ

け
で
な
く
、
地
域
全
体
に
大
き
な
活

気
と
好
影
響
を
も
た
ら
す
も
の
と
期

待
が
寄
せ
ら
れ
て
い
ま
す
。
現
在
、

指
導
者
お
よ
び
生
徒
の
確
保
、
さ
ら

に
、
町
外
か
ら
の
生
徒
に
対
す
る
住

居
や
活
動
環
境
の
充
実
に
向
け
て
、

関
係
者
と
協
議
を
重
ね
て
お
り
、
早

急
に
対
応
を
進
め
て
い
き
ま
す
。

町
と
し
て
も
、
令
和
９
年
度
ま
で

の
前
期
計
画
期
間
が
、
地
元
高
校
の

将
来
を
左
右
す
る
極
め
て
重
要
な
振

興
期
間
で
あ
る
と
強
く
認
識
し
て
い

ま
す
。
こ
の
た
め
、
危
機
感
を
持
っ

て
取
り
組
む
と
と
も
に
、
地
域
全
体

で
応
援
の
意
識
を
醸
成
し
な
が
ら
、

ア
ク
シ
ョ
ン
プ
ラ
ン
の
着
実
な
実
行

を
通
じ
て
、
さ
ら
な
る
振
興
を
目
指

し
て
い
き
ま
す
。

地
元
高
校
の
存
廃
は
地
域
の
未
来

に
直
結
す
る
重
大
な
課
題
で
あ
り
、

住
民
の
皆
さ
ま
一
人
一
人
に
と
っ
て
、

極
め
て
身
近
な
問
題
で
す
。
今
後
の

高
校
振
興
に
向
け
、
皆
さ
ま
の
深
い

ご
理
解
と
引
き
続
き
の
ご
協
力
を
心

よ
り
お
願
い
申
し
上
げ
ま
す
。

町
職
員
の
懲
戒
処
分

９
月
１
日
に
公
表
し
ま
し
た
本
事

案
は
、
令
和
６
年
度
ま
で
農
林
水
産

課
林
業
振
興
室
に
在
籍
し
て
い
た
職

員
に
よ
る
公
文
書
の
不
適
正
な
取
り

扱
い
に
よ
り
ま
し
て
、
懲
戒
処
分
を

行
っ
た
も
の
で
、
公
務
員
の
信
用
を

失
墜
さ
せ
る
と
と
も
に
、
町
民
の
皆

さ
ま
に
ご
迷
惑
を
お
掛
け
し
た
不
祥

事
で
あ
り
、
心
か
ら
お
詫
び
申
し
上

げ
ま
す
。

担
当
職
員
は
、
令
和
５
年
度
お
よ

び
令
和
６
年
度
に
お
い
て
、
補
助
事

業
の
必
要
書
類
で
あ
る
「
県
税
の
滞

納
が
な
い
こ
と
の
証
明
」
に
つ
い
て
、

町長行政報告
四万十町議会 定 例 会四万十町議会 定 例 会四万十町議会 定 例 会
令和７年　９月

事
業
実
施
主
体
か
ら
の
県
税
完
納
証

明
書
な
ど
に
よ
る
確
認
を
行
わ
な
い

ま
ま
、
町
長
名
で
証
明
書
を
作
成
し
、

決
裁
も
受
け
ず
に
県
に
提
出
し
て
い

ま
し
た
。

ま
た
、
事
業
完
了
時
に
作
成
す
る

「
事
業
確
認
書
」
の
決
裁
欄
に
つ
い
て
、

過
去
の
決
裁
を
受
け
た
も
の
を
複
写

し
、
決
裁
欄
を
偽
造
し
て
い
た
事
実

も
判
明
し
ま
し
た
。

今
回
の
不
祥
事
は
、
令
和
７
年
度

に
お
い
て
、
担
当
職
員
の
後
任
が
業

務
の
処
理
方
法
な
ど
に
つ
い
て
過
去

の
書
類
を
確
認
し
て
い
る
際
に
発
覚

し
た
も
の
で
す
。

こ
の
た
め
、
同
日
付
け
で
担
当
職

員
を
停
職
３
か
月
の
懲
戒
処
分
に
す

る
と
と
も
に
、
当
時
の
農
林
水
産
課

長
お
よ
び
林
業
振
興
室
長
を
口
頭
注

意
処
分
と
し
ま
し
た
。

今
回
の
事
案
に
関
し
ま
し
て
は
、

町
民
の
皆
さ
ま
の
信
用
を
損
な
う
も

の
と
し
て
厳
粛
に
受
け
止
め
、
公
務

員
と
し
て
の
自
覚
を
促
す
と
と
も
に
、

よ
り
一
層
、
綱
紀
保
持
と
服
務
規
律

の
徹
底
を
図
り
、
町
民
の
皆
さ
ま
の

信
頼
回
復
に
取
り
組
ん
で
い
き
ま
す
。

町
民
の
皆
さ
ま
に
対
し
、
重
ね
て

深
く
お
詫
び
申
し
上
げ
ま
す
。

誠
に
申
し
訳
ご
ざ
い
ま
せ
ん
で
し
た
。

町
民
の
皆
さ
ま
に
は
、
一
層
の
ご

理
解
と
ご
協
力
を
お
願
い
申
し
上
げ

ま
す
。

◆財政健全化法に基づく健全化判断比率等について
健全化判断比率（資金不足比率）とは、地方公共団体における財政の健全性を示す基準の一つで、地方公共団体の財政状況を統

一的な指標で明らかにし、必要に応じて早期に是正することにより、地方公共団体の財政破綻などを未然に防ぐことを目的とし
ています。
各指標には、財政規模などによって「早期健全化基準（経営健全化基準）」と「財政再生基準」といった基準が定められており、健全化

判断比率のいずれかが「早期健全化基準」以上となった場合、または資金不足比率が「経営健全化基準」以上となった場合は財政健全
化計画を策定し、健全化に向けて計画的に取り組まなければなりません。また、健全化判断比率のいずれかが「財政再生基準」以上と
なった場合は、いわゆる赤字再建団体となり、財政再生計画を策定し、国などの関与による確実な再生が求められることになります。
※各指標とも、数値が低い（または算定されない）ほど財政状況が健全であることを示しています。
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